（様式１３）　　

（　若手人材育成経費　申請書　）

（１）若手人材育成経費の支援を希望する対象者
氏名：　
生年月日：　西暦　　年　月　日（　　歳）
所属機関：　
役職： 

専門分野：
学歴・職務経歴等：
事業プロモーターユニットにおける役割：
機関の規則に基づく本人の年間給与総額（単位：千円）： 　千円
事業プロモーター活動のエフォート率： 　％
（２）代表事業プロモーターの若手人材育成に関する考え方
若手人材育成に関する考え方・構想：

若手人材育成経費申請者の育成計画：


若手人材育成経費申請者に事業プロモーター活動において求める役割：

若手人材育成経費支援・事業プロモーター活動終了後の処遇予定、期待像等：


（３）若手人材育成経費対象者の活動計画概要
年度：　　年度
支援経費（単位：千円）：　　千円
対象者の活動内容：　　
年度：　　年度
支援経費（単位：千円）：　　千円
対象者の活動内容：　　
年度：　　年度
支援経費（単位：千円）：　　千円
対象者の活動内容：　　
（４）若手人材育成経費希望プロモーター本人のキャリアビジョン等
コミットメント：　　
自身の現状分析：　　
目標像：　　
その他：　　
以上
記入要領、記入例は削除して提出ください





※若手人材育成経費の措置を希望する対象者がいない場合は提出不要です。





※「専門分野」は事業プロモーターとして強みを有する分野（例、知財戦略構築）について記載ください。


※卒業年月、企業勤務年月などは事実を省略せずに記載ください。即戦力の事業プロモーターとして活動できる職務経験や実績があれば、是非その内容を強調して記載ください。


※エフォート率とは全仕事時間に対する事業プロモーターとしての活動に必要とする時間の配分割合を意味します。全仕事時間は事業プロモーターとしての活動に係る時間のみならず、所属機関において従来業務に係る時間が含まれます。





※事業プロモーターユニットとしての活動を通じた若手人材育成に関する考え方や構想等について記載ください。





※若手人材育成経費の措置を希望する人材の育成計画を具体的に記載ください。





※若手人材育成経費により機関外部から若手人材を参画させることを検討している場合は支援期間終了後（最長3年）の処遇予定について必ず記載ください。


※若手人材育成経費により機関外部から若手人材を参画させることを検討している場合は事業プロモーターユニットとしての活動終了後（最長5年）の当該人材の処遇予定について記載ください。


※その他、当該人材が事業プロモーター活動を通して、どのような専門人材に成長することを期待しているのか期待像等を記載ください。





※支援期間は最長3年度です。年度ごとの内容を記載ください。





※若手人材育成経費申請希望者本人において、大学等発ベンチャー創出にかける意欲、短期または中長期における将来目標、バックキャスティングによって自ら設定する必達目標、現状の資質や能力の自己分析（SWOT等により客観的に）、現状は不足しているが成長を目指す具体的技能や専門的知識などについて、自由に記載ください。









